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１．エネルギー消費を巡る状況
石油危機以降の我が国の省エネ努力

○我が国は、１９７０年代に石油危機以降、官民をあげた精力的な取組を行った結果、過去３０
年間で３７％のエネルギー効率を改善。
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１．エネルギー消費を巡る状況
石油危機以降の我が国の省エネ努力

○各般の省エネ対策を通じ、我が国のＧＤＰ単位当たり一次エネルギー供給量は、世
界で最少の水準。
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１．エネルギー消費を巡る状況
石油危機以降の我が国の省エネ努力

○我が国の製造業はエネルギー効率改善の取組を通じ、世界最高水準のエネルギー消費効率を達成。○ 我が国の製造業はエネルギー効率改善の取組を通じ、世界最高水準のエネルギー消費効率を達成。

【出所】（社）日本経団連
温暖化対策環境自主行動計画
２００６年度フォローアップ結果概要（０６年１２月１４日）より抜粋。
（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70
216a04j.pdf）
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セメントの中間製品（ｸﾘﾝｶ）を1トンを作るのに
必要なエネルギー指数比較（２００３年度）

（出典：ＥＣＯＦＹＳ社（オランダ））

（出典：Ｓｏｌｏｍｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ社）

（出典：資源エネルギー庁、統計年報（英国）、環境報告書（カナダ）ほか）

（出典：Ｂａｔｔｅｌｌｅ研究所）

（出典：日本鉄鋼連盟）

（出典：ＳＲＩ Ｃｈｅｍｉｃａｌ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｈａｎｄｂｏｏｋほか）

（出典：日本鉱業協会）

（出典：国際アルミニウム協会など）
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１．エネルギー消費を巡る状況
最終エネルギー消費の推移

（百万原油換算kl）

1973-2005
2.12.1倍倍

1973-2005
2.62.6倍倍

1973-2005
1.01.0倍倍

○○我が国の最終エネルギー消費は、二度の石油危機後や近年の不況時を除いて、我が国の最終エネルギー消費は、二度の石油危機後や近年の不況時を除いて、ほぼほぼ
一貫して増加一貫して増加。。

○○産業：民生：運輸は、産業：民生：運輸は、4:1:14:1:1（石油危機）（石油危機）→→2:1:12:1:1（（20052005年度）年度）と変化。と変化。

（年度）

出典：総合エネルギー統計、国民経済計算年報
（注）総合エネルギー統計の集計手法が改訂されたことにより、１９９０年度以降の数値は、
それ以前の数値とは集計手法が異なることに留意する必要がある。

（兆円）
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１．エネルギー消費を巡る状況

○1997年12月にCOP3（気候変動枠組条約第３回締約国会議）が開催さ
れ、京都議定書として先進国の温室効果ガスの削減目標が合意され
た。我が国は、温室効果ガス全体を2008年から2012年の平均値で、90
年に比べ▲６％削減することになっている（米国▲７％、ＥＵ▲８％）。

○我が国の温室効果ガスの約９割がエネルギー起源CO2。
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ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 ▲1.4%+11.8%1,1841,059

▲0.8%▲28.7%23.833.4メタン

▲0.1%▲22.0%25.432.6一酸化二窒素

▲1.3%+6.3%1,3411,261総排出量

▲3.8%▲66.2%17.351.2代替ﾌﾛﾝ等３ガス

▲1.3%

対05年度
比

+11.4%

基準年
比

排出
量

1,275

2006年度

1,144

基準年

排出量

二酸化炭素

百万㌧CO2

▲4.4%

▲4.4%

▲2.6%

▲0.9%

+0.6%

▲1.4%

対05年度
比

+11.3%

+30.4%

+41.7%

+17.0%

▲5.6%

+11.8%

基準年
比

75.5

166

233

254

455

1,184

排出
量

2006年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門

（発電所等）

家庭部門

業務その他部門

（商業・事務所等）

217
運輸部門

（自動車・船舶等）

産業部門

（工場等）
482

164

127

67.9

1,059

基準
年

排出
量

エネルギー起源ＣＯ２

百万㌧CO2

250

435

165

137

69

1,056

2010
年度

目標



7

１．エネルギー消費を巡る状況
業務部門におけるエネルギー消費の推移

○業務部門のエネルギー消費は、石油ショック以降大幅に増加し、近年も増加傾向
で推移。

○業種別に見たエネルギー消費は、特に事務所・ビル、小売などが多い。
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２．NEDO技術開発機構の概要
（設立、名称、沿革、資本金、従業員数）

■設 立 ２００３年１０月１日 ※前身の特殊法人は１９８０年１０月１日設立

■名 称 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

略称：NEDO技術開発機構

（New Energy and Industrial Technology Development Organization）

■沿 革 １９８０年１０月 石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律の制定

に伴い 「新エネルギー総合開発機構」設立

１９８８年１０月 産業技術研究開発業務を追加し、名称を

「新エネルギー・産業技術総合開発機構」に改める

２００３年１０月 「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構」設立

■資本金 １，４３７億円（２００７年４月１日現在）

■職員数 約１，０００名（２００７年４月１日現在）
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２．NEDO技術開発機構の概要
（予算、事業内容）

フィールドテスト・海外実証

導入普及業務

■２０年度予算額 総額：２，３２９億円

■事業内容

１．産業技術、新エネルギー及び省エネルギー技術に関する研究開発関連事業
ライフサイエンス分野 （健康・医療基盤技術、生産・処理・再資源化プロセス技術）

ナノテクノロジー・材料分野 （ナノテクノロジー、革新的部材創製技術）

環境分野 （温暖化対策技術、３R関連技術、化学物質のリスク評価・管理、次世代低公害車技術 等）

情報通信分野 （高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術、宇宙産業高度基盤技術）

新製造技術分野 （新製造技術、ロボット技術）

エネルギー分野 （燃料電池/水素エネルギー利用技術、新エネルギー技術、省エネルギー技術 等）

境界分野・融合分野及び関連分野

２．新エネルギー・省エネルギー導入普及関連事業
企業化・実用化実証事業

フィールドテスト（FT）業務

海外実証業務

新エネルギー分野等

省エネルギー分野等

再生可能エネルギー分野等

３．京都メカニズムクレジット取得関連事業
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２．NEDO技術開発機構の概要
（新エネルギー・省エネルギー導入普及への支援）

技術開発技術開発

データ検証データ検証

導入支援導入支援

技術開発技術開発

フィールドテスト事業と海外実証事業フィールドテスト事業と海外実証事業

導入普及事業導入普及事業

太陽光発電、風力発電、バイオマスエネルギー、
廃棄物発電等の新エネルギー技術及び各種省エ
ネルギー技術の開発を推進

研究開発した新エネ・省エネ技術の本格的な実用
化にむけて、経済性、安定性、効率性能等のあらゆ
る側面から検証を実施（海外でもアジア太平洋地域
を中心に技術の実証を実施）

新エネ・省エネに関する設備導入に対する助成
を実施
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３．省エネルギーへの支援策 ３－１事業のスケジュール

公募説明会
（全国各地にて開催）

公募受付

交付申請書作成

公募情報開示
ホームページ・プレス発表

交付申請書
審査、選考

（有識者による審査委員会）

交付決定通知

確定検査

指定口座への入金補助金確定

受領

工事

・支払い完了
・実績報告書の作成

事業開始

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

事
業
者

事業期間

原則単年度事業

事業工程上、単年度では事業
完了が困難な場合に限り複数
年度を補助対象期間とする。

（事業毎に異なる為、要確認）

交付決定後に事業開始

交付決定後 工事発注先を入
札、見積合せにより選定

事前着工不可（補助対象部分）
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３．省エネルギーへの支援策
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３．省エネルギーへの支援策 ３－２事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

■事業の概要

エネルギー需要の最適な管理を行うためのBEMS（業務用ビルエネルギーマネジメントシステ
ム）を導入する場合に、その経費の一部を補助します。

■対象事業者等

（１）交付要件

①ＢＥＭＳを既築、新築、増築及び改築の建物に導入すること。

②ＢＥＭＳの導入によって、エネルギー消費量を削減できること。但し、エネルギーの使用の合理

化に関する法律に基づき、新築、増築及び改築の建築物については「建築物に係るエネル

ギーの使用の合理化に関する建築主及び特定建築物の所有者の判断の基準」 に準じた性能

を満たすものであること。

③熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷却塔）、ポンプ、照明コンセント、その他の設備区分ごとにエネ

ルギー計量ができること。

④計測・計量のデータを収集し、保存できるエネルギー管理体制が整備されていること。

⑤補助事業の遂行能力を有し、ＢＥＭＳ導入後、３年間継続して省エネルギーに関する報告が可

能なこと。

２０年度予算額 ：１３億円
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３．省エネルギーへの支援策 ３－２事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

（２）補助対象者

BEMSを既築、新築、増築及び改築の建物に導入する際の建築主、ESCO事業者、エネル
ギー管理事業者、リース事業者。

（３）補助率

１／３ （１件当たりの上限は１億円）

ただし、経費区分（設計費、設備費、工事費、諸経費）のうち工事費への補助金の上限は、①2,700万円、②機器の製

造・購入等に要する費用の35％、③実際の工事費 のうちいずれか最小額の１／３とする。

■実施のスキーム

国

（
建
築
主
等
）

事
業
者

NEDO

補助

申請

データ提出

事業者の公募

１/３補助

審査委員会
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３．省エネルギーへの支援策 ３－２事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

■補助対象設備

労務費、撤去・処分費、運搬費、試運転調整費、仮設費、工事管理費など②工事費

ＢＭＳ（ビルマネジメントシステム）装置注２ハ）管理部

中央監視装置（中央監視盤、照明制御盤など）伝送装置（インターフェース、
リモートステーションなど）通信装置注３（ルータ、モデムなど）制御用配管配
線及び付属品

ロ）監視部

制御機器注１（センサー、アクチュエータ、コントローラなど）盤類注１（自動制
御盤、動力制御盤、インバータ盤など）自動制御関連設備（ＶＡＶ）計測計量
装置（熱量計、ＣＴ、電力量計、ガスメータなど）制御用配管配線及び付属品

イ）制御部①設備費

内容区分

注１：空調機などに内蔵される自動制御機器、インバータ盤も含める。
注２：アプリケーションは基本機能、追加機能は省エネに寄与するものとする。
注３：群管理、モニタリング管理の申請区分にて該当する場合。
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３．省エネルギーへの支援策 ３－２事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

ＢＥＭＳ（Building and Energy Management System）
ビルエネルギー管理システム

建築物の管理者が合理的なエネル
ギー利用のもとに、快適で機能的
な室内環境を維持管理していくた
めの制御・管理システム

（防災管理、防犯管理、経営管理、
維持管理等を含む）

 

ｶﾞｽﾒｰﾀ 

電力量計 

ｾﾝｻｰによる計測 

ﾃﾞｰﾀ収集

装置 

中央監視室 

計測・計量

可変水量

(VWV)制御

中央監視（ＢＭＳ） 

空調機制御

可変風量 
(VAV)制御 

他ﾋﾞﾙ 

熱源制御

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

照明制御 

照度ｾﾝｻｰ 人感ｾﾝｻｰ 温湿度計 日射量

熱源機 
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３．省エネルギーへの支援策 ３－２事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

エネルギー計量区分

冷温水発生機

水冷チラー

冷却塔

冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ

冷温水一次ﾎﾟﾝﾌﾟ

冷・温水二次ﾎﾟﾝﾌﾟ

空調ファン

換気ファン

給排水ﾎﾟﾝﾌﾟ

昇降機

照明

コンセント

Ｍ

Ｍ

熱源

動力Ｍ

Ｍ電気

ガス

Ｍ

照明
ｺﾝｾﾝﾄ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｑ Ｔ

Ｔ

TM-1

外気温

ＴＱ

R
H

HM-1

外気湿度

照明・コンセント

その他

ポンプ

熱源

Ｔ

TM-6

室内温度

R
H

HM-2

室内湿度
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３．省エネルギーへの支援策
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３．省エネルギーへの支援策 ３－３事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（建築物に係るもの）

■事業の概要

住宅･建築物高効率エネルギーシステム（空調、給湯、照明及び断熱部材等で構成）（以下
「当該システム」という。）を住宅・建築物＊注１に導入する場合に、その経費の一部を補助する。
注1：建築物とはオフィスビル等の民生用建築物であること。

■対象事業等

（１）交付要件

①当該システムを建築物に導入すること。

②新築、増築及び改築の建築物の場合、建物全体の標準年間エネルギー消費量を２５％程度
削減できること（１５％未満は審査対象外とする。）。ただし、エネルギーの使用の合理化に関
する法律に基づき、「建築物に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主及び特定建
築物の所有者の判断の基準」に準じた性能を満たすものであること。

③既築の建築物の場合、建物全体の過去３年間のエネルギー消費量平均値を２５％程度削減
できること（１５％未満は審査対象外とする。）。

④エネルギー管理体制・補助事業の遂行能力を有すること。

⑤当該システム導入後、３年間継続して省エネルギーに関する報告が可能なこと。

２０年度予算額 ： １１億円
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３．省エネルギーへの支援策 ３－３事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（建築物に係るもの）

（２）補助対象者

当該システムを既築、新築、増築及び改築の民生用の建築物に導入する際の建築主等
（所有者）、ESCO（シェアードセイビング）事業者、リース事業者。

（３）補助率

１／３

■実施のスキーム

国

（
建
築
主
等
）

事
業
者

NEDO

補助

申請

データ提出

事業者の公募

１/３補助

審査委員会
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３．省エネルギーへの支援策 ３－３事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（建築物に係るもの）

■補助対象範囲（設備費）

断熱フィルム、ルーバー、外断熱、屋上緑化等既築の建築物に付加す
る場合に限る

断熱等

暖房＋給湯、給湯＋コージェネ等システムの組み合わせ
に限る

太陽熱

制御機器、盤類（自動制御盤、インバータ盤等）、制御用配管配線及び付属品省エネ機器及び制御を
対象とする

自動制御

インバータ照明、高輝度型誘導灯、照度センサー、人感センサー、照明制御盤
等、制御用配管配線及び付属品（電源用は対象外）

省エネ機器及び器具に
限る

照明設備

動力制御盤、分電盤等、配管配線及び付属品（機器～盤間）省エネ機器の設置と一
体不可分の設備に限る

負荷設備

高効率トランス等（デマンド制御器、変電所の進相コンデンサは対象外）省エネ機器に限る受変電設
備

電
源

インバータファン、全熱交換器、モータダンパ等省エネ機器及び器具に
限る

換気機器換
気

ＶＡＶ空調機、全熱交換器組込型空調機、ＶＡＶユニット、モータダンパ等省エネ機器及び器具に
限る

空調機器

ＶＷＶポンプ等、機器搬入据付費省エネ機器に限るポンプ

冷却塔、冷却水ポンプ、一次ポンプ、補助ボイラ、貯湯槽、煙道、熱交換器、膨
張タンク、ヘッダ、蓄熱タンク、オイルタンク、井戸等

熱源機器の設置と一体
不可分な設備に限る

熱源付帯
設備

コージェネ（発電機＋排ガスボイラ＋排熱冷凍機）、熱回収（熱回収型ヒートポン
プ＋蓄熱槽）、氷蓄熱＋大温度差搬送等

複数のシステムの組み
合わせによる省エネも対
象とする

冷凍機、ヒートポンプ、冷温水機、マルチエアコン、ガスヒートポンプ、排熱回収
型ボイラ等

省エネ（高効率）機器に
限る

熱源設備空
調
・
給
湯

設

備

費

補助対象設備の例対象範囲項目費目
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３．省エネルギーへの支援策 ３－３事業紹介

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（建築物に係るもの）

労務費、機器保温塗装工事、基礎工事、運搬費、試運転調整費、仮設費、
工事管理費等

設備及び計測装置の設置と一
体不可分な工事に限る

工事
費

電力量計、熱量計、ガスメータ、温度計等

中央監視装置、ＢＭＳ装置

機器搬入据付費、配管配線及び付属品

計測装置の購入、製造、改造、
借用、修繕又は据付等に必要
な経費

計測機器、中
央監視、BMS

計測
装置
費

補助対象設備の例対象範囲項目費目

■補助対象範囲（計測装置費、工事費）

＜補助対象とならない主な部分＞

・防災設備、防犯設備、昇降機設備

・ダクト、配管、電源用配管配線

・省エネルギーに直接的に寄与しない設備工事・建築工事等（電力グラフィックパネル、汎用ソフ
ト、事務用什器、過剰設備、未使用機能、将来拡張用設備、点検口等）、機器撤去・処分費
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【年度別申請件数】
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8 1
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6 9
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0

0
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6 0

8 0

1 0 0

1 2 0

1 4 0

H1 4 H1 5 H1 6 H1 7 H1 8 H1 9

事
業
数

不採択者　  1 2件

採択者    3 2 1件

４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（ BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【年度別採択件数】

・1件あたりの金額、予算規模等によって各年度の採択件数に変動がある
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（ BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【都道府県別採択数】

・東京、神奈川、大阪と首都圏の申請が多い

注）交付決定後、事業を中止した案件を除く
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【建物用途別件数】

注）交付決定後、事業を中止した案件を除く

学校
6%

研究所
4%

事務所
46%

商業
17%

病院
6%

複合
7%

文化
2%

宿泊
11%

その他
1%

・事務所と商業施設の申請が多く、次いで
宿泊施設となっている。
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【１件あたりの補助金額】

・6年間の平均で１件当たり約３，000万円の補助金額（補助対象経費で約0.9億円）

注）交付決定後、事業を中止した案件を除く

2 9 ,9 3 8

2 5 ,1 1 6

2 9 ,8 4 7

3 4 ,1 4 1

2 8 ,0 1 1
3 0 ,5 2 3

3 7 ,1 5 9

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

H1 4 H1 5 H1 6 H1 7 H1 8 H1 9 平均

補
助
金
額
（
千
円
）
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【年度別削減率】

注）交付決定後、事業を中止した案件を除く
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（補助対象経費ベース単純平均）
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４．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（BEMS導入支援事業）

４－１ これまでの申請状況 【年度別費用対効果】

・平成16年度より安定した費用対効果を実現している 注）交付決定後、事業を中止した案件を除く

高いほど費用対効果
が悪い

年々費用対効果は
改善されている
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５．まとめ
建物の省エネルギー達成のために

省エネルギー手法、
高効率システムの採用

ＢＥＭＳによる
エネルギー管理と運用改善

省エネルギーの実現

・高効率熱源機器

・変流量システム
・外気量制御

・・・等

・高効率システムの効率的運用
・スケジュール管理
・エネルギー管理

・・・等
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NEDOホームページ／メール配信サービス

■NEDOホームページ

ＮＥＤＯの省エネルギー支援策等の公募に関する詳しい情報は「ＮＥＤＯホームページ」
でご覧になれます。

ＮＥＤＯホームページアドレス：http://www.nedo.go.jp

また、ホームページに記載された最新の情報に関するお知らせを、電子メールにてご
希望の皆様にお送りしております。（無料メール配信サービス）
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お問い合わせ先

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310

ミューザ川崎セントラルタワー

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業 （建築物に係るもの）

同 （ＢＥＭＳ導入支援事業）

エネルギー対策推進部 住宅・建築物グループ

TEL：044-520-5188 FAX：044-520-5187


